
施策 6 保育サービスの充実

１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）

江東区
人口推計

22年
(実績)

23年
(実績)

24年
(実績)

25年 26年

区全体 466,724 472,429 476,523 482,995 489,871

うち0-5歳 25,210 25,865 26,226 27,371 28,271

３－２　施策に関する区民要望・ニーズの変化

３－３　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

延長保育、病児・病後児保育など、保護者の多様な就労形態や家庭環境に応じ
た柔軟な保育サービスを提供します。また、一時保育事業の拡充等により、在
宅で子育てを行う保護者を支援します。

①保育施設の整備
地域需要に応じて、認可保育所、認証保育所、家庭福祉員等の保育施設の整備
を進めます。また、保育施設の改修や設備の拡充を行います。

②多様な保育サービスの提供

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）５年前から現在まで

増減見込み
(26年/22年)

105.0%

112.1%

・大規模なマンション開発が行われている豊洲地区を中心
として、０歳から５歳までの乳幼児人口が毎年増加してい
ることと、共働き世帯の増加などにより保育所への入所希
望者は毎年増加している。
・保育施設の充実を図るために、国が安心こども基金を設
置し東京都に交付。都はこれに基づき、待機児童解消区市
町村支援事業等、施設整備を促進するための補助制度を創
設した（平成21-24年度）。
・都営住宅に併設する保育園を中心に老朽化が進み、耐震
工事を含む改修時期を迎える保育園が増加している。
・国は地域主権改革一括法にて児童福祉法を改正し、東京
都は平成24年度から、保育所の居室面積基準等について、
独自の基準を規定し緩和した。
・平成24年4月、国は子ども・子育て家庭を社会全体で支援
する子ども・子育て新システム関連法案を通常国会に提出
した。

・保育施設への入所希望児童数は、平成19年度の6,829人か
ら平成24年度の9,502人と、この5年間で2,673人（39.1％）
増加しており、この需要に対応する保育施設の整備が求め
られている。
・これまでも通常保育では対応できない保護者に対して延
長保育や産休明け保育を提供するとともに、一時保育や病
児・病後児保育、リフレッシュひととき保育等多様な保育
サービスの充実を図ってきたところであるが、これまで以
上に区民の生活環境やニーズに合わせた手軽で利用しやす
い保育サービスの提供や実施しているサービスの拡充など
が求めらる。

・共働き世帯の増加が依然続いており、さらに保育需要は
増加すると予測される。また、就労形態の多様化に伴い、
延長保育や病児・病後児保育、さらに在宅での子育てを支
援するための一時保育などの多様な保育サービスの拡充が
求められる。

・豊洲地区を中心にして乳幼児人口の増加が続くと見込ま
れる。また、マンション新築に伴う子育て世代の流入によ
り、保育施設に対する需要は、今後も増加するものと推定
される。
・保育園の老朽化が進行すれば通園する児童の安全性が損
なわれる。また、改修工事が近隣地域で集中すると、代替
施設の確保が難しくなる。
・子ども・子育て新システム関連法案が成立した場合、新
制度に基づいた本区の対応を検討する必要がある。

主管部長（課）　こども未来部長（こども政策課）
関係部長（課）　こども未来部長（保育課）

保育施設が十分整備されているとともに、多様な保育サービスが提供され、安心してこどもを産
み、育てることができます。

５年前から現在まで



現状値 目標値 指標
２１年度 ２６年度 担当課

25 人 312
(21年4月)

351 273 253 0 保育課

26 人 10,010
(20年度)

13,870 18,001 29,000 保育課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策における現状と課題

　(2)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

保育所待機児童数

一時保育の利用者数

２３年度 ２４年度単位 ２５年度 ２６年度４　施策実現に関する指標 ２２年度

事業費

２４年度予算
19,598,919千円

13,191,775千円

トータルコスト

２３年度予算
19,861,177千円

２３年度決算(速報値)

17,668,889千円

13,126,002千円

6,735,175千円

11,410,992千円

6,257,897千円 6,407,144千円人件費

◆乳幼児人口の増加や、女性の一層の社会進出に伴い、今後も保育施設に対する需要は増加していくものと思われる。
引き続き、待機児童の地域状況を勘案し、様々な手法で認可保育所及び認証保育所を効果的に整備し、長期計画の前期
期間中に待機児童を解消する。◆認証保育所の入所者数を増やすために、施設の有効活用及び待機児童解消につなげる
方法を検討する。◆区立保育所園舎の老朽化が進んでいるため、改築や耐震補強工事と併せて改修工事に取り組み、児
童の保育環境や施設の安全性の向上を図る。◆区民の生活環境やライフスタイルの変化に合わせた、きめ細かい保育
サービスの提供を続けていく。

◆区では認可・認証保育所の新設や既存施設の定員増などにより、平成19年度から平成23年度の5年間に3,149人
（6,495人→9,644人）の保育施設定員拡大を図ったところであり、待機児童対策として一定の効果をもたらしたが、待
機児童解消には至っていない。◆待機児童は、平成24年4月現在253名を数えており、この解消を図る必要がある。待
機児童の分布を見ると、0歳～2歳が237名と全体の93.7％を占めている。特に1歳児が130名と全体の51.4％を占めてい
るため、この需要に対応する必要がある。◆認可保育所を整備すると、近隣の保育需要が急増することから、施設整備
により、新たな需要を創出している面も見られる。◆認証保育所の定員1,907人に対して入所者が1,701名にとどまって
おり、206名の空きがある（入所率89.2％）。待機児童の解消に向け、ここに待機児童を誘導する必要がある。◆多様
な保育サービスを展開し、区民の保育ニーズにあったサービスをさらに充実･提供していく必要がある。

２５年度予算
0千円



施策 6 保育サービスの充実

行政評価（二次評価）結果

【平成22年度】

【平成23年度】

これまでの取り組み状況

①

②

行政評価（二次評価）結果への取り組み状況

主管部長（課）　こども未来部長（こども政策課）
関係部長（課）　こども未来部長（保育課）

・保育施設の整備・改修については、需要変動や国・都における制度改正等を注視しつつ、長期計
画に掲げた整備・改修計画を再検証するとともに、サービスの質の向上に取り組む。【こども未来
部】
・保育施設に対する今後の需要変動について分析し、対応策を検討する。特に認証保育所の入所
率向上のための新たな取り組みを検討する。【こども未来部】
・保育サービスの提供にあたっては、区民ニーズを十分に分析し、的確なサービス構成、サービス
量となるように努めるとともに、民間活力の積極的な活用を図る。【こども未来部】
・保育料について、適正な受益者負担の観点を踏まえた見直しを検討する。【こども未来部】

平成23年度に認可保育所１園、認証保育所５園を整備し、338人の定員増を図った。また、
低年齢児の需要に対応した認証保育所の事業者募集では、地域により適当な物件がなく応
募できない事例も多いことから、公募時に送迎バスを利用した施設整備を提案させる取組
みを行った。

【見直した事業】【新たな取り組みを行った事業】

平成23年度に塩崎保育園で改築工事、東砂保育園で改修工事を実施し、小名木川・東砂
第二・東陽保育園で実施設計を行った。また、東京都都市整備局に対し、都営住宅併設園
の耐震補強工事の早期着手を要請し、６施設（東雲・東陽・大島第五・南砂第一・豊洲・北
砂）の計画の前倒しを行うこととなった。

保育施設の整備について

【見直した事業】

・保育施設の整備・改修については、長期計画に掲げた整備・改修計画の着実な実施を図るととも
に、サービスの質の向上に取り組む。【こども未来部】
・特に需要の高い1歳児保育への対応策を検討する。【こども未来部】
・保育施設に対する今後の需要変動について分析し、対応策を検討する。【こども未来部】
・保育サービスの提供にあたっては、区民ニーズを十分に分析し、的確なサービス構成、サービス
量となるように努めるとともに、民間活力の積極的な活用を図る。【こども未来部】
・保育料について、適正な受益者負担の観点を踏まえた見直しを検討する。【こども未来部】

取
り
組
み 【新たな取り組みを行った事業】

取
り
組
み

保育施設の改修について



③

④

⑤

⑥

⑦

取
り
組
み

毎年、地区・年齢別の保育需要の変動を見込み、長期計画に基づき認証保育所の整備を
行っている。本年度も需要変動を分析し、需要のある地域で認証保育所を整備する。なお、
平成24年度は区全体で10園の認証保育所を整備する計画である。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

取
り
組
み

0歳～２歳児の定員を全体定員の半分以上とする認証保育所の整備を、１歳児の待機児童
の多い地域を中心に行っている。認証保育所の整備事業者を募集する際に、１歳児の定員
を多く設定するよう募集要領に明示し誘導を図っている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

認証保育所の入所率向上のための新たな取り組み

保育料の見直しについて

取
り
組
み

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】

各認証保育所に積極的なＰＲ活動を行うよう促すと共に、認可保育所の一斉申込の際、会
場で各認証保育所のパンフレットを配布した。

【見直した事業】

【見直した事業】

病児・病後児保育事業

非定型一時保育事業については平成24年4月大島地区の私立保育所「花と鳥保育園」で事
業を開始したことで区内15園での実施となり、城東・深川地区で均衡のとれた配置となった。
病後児保育事業は平成24年度中に新砂・大島で2施設が新たに事業開始することで区内4
施設となり、大島の施設では区内初の病児・病後児保育を実施する。
民間活力の活用では、平成22年度からＮＰＯ法人が運営するグループ保育型家庭的保育
室（おうち保育園）を現在、東雲・豊洲の2施設で事業を実施している。

【新たな取り組みを行った事業】

１歳児保育への対応策の検討について

保育施設に対する今後の需要変動の分析と対応策について

取
り
組
み

保育料については「江東区保育所保育料検討委員会」を設置し、3年に一度、見直しを行っ
ている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

グループ保育型家庭的保育室運営費補助事業

保育サービスの適切な提供と民間活力の積極的な活用について



施策 11

１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）

３－２　施策に関する区民要望・ニーズの変化

①児童虐待防止対策の推進
行政の各種機関と地域が協力して、児童虐待の防止と早期発見を行うことがで
きるよう、連絡・協議体制の構築を進めます。また、区民の虐待に関する知識
の啓発等に取り組みます。

②地域・家庭における教育力の向
上

地域全体で子育て家庭を支える仕組みが築かれ、親とこどもが安心して暮らしています。

地域の人材を活用した家庭教育に関する講座や相談事業等を実施します。ま
た、地域住民や団体が実施する家庭教育活動へ積極的な支援を行います。

５年前から現在まで

　平成18年5月に区としての児童虐待窓口を設置し、平成
19年3月には、江東区要保護児童対策地域協議会を設置し
た。
　平成21年9月、東京都が定めた「児童虐待相談等の連
絡・調整に関する基本ルール」により、都の児童相談所と
区市町村の円滑な連絡・調整の基本的なあり方が示され、
都区の連携を進める基礎となっている。
　平成22年に近隣区で児童虐待による死亡事件が発生した
ことなどから、区民の関心や関係者の危機感が高まってい
る一方、近隣や近親者相互の人間関係の希薄化もあり、社
会全体でこどもを育てていく必要性が高まっている。
　国及び地方公共団体の家庭教育支援施策については、教
育基本法において、第10条第2項「国及び地方公共団体は
家庭教育の自主性を尊重しつつ保護者に対する学習の機会
及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な
施策を講ずるよう努めなければならない」、第13条「学
校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力」として規定さ
れている。さらに平成20年7月教育振興基本計画に特に重
点的に取り組むべき事項として「家庭教育支援」が位置づ
けられた。
   臨海地域における高層マンション建設の急増により、子
育て支援諸施策の対象となる世帯が急増している。豊洲地
区では、児童虐待の通告件数も急増しており、その規模は
既存の町会、民生・児童委員など地域コミュニティの支援
力を超えたものとなっている。

　児童虐待は、身体的・精神的・社会的・経済的なリス
クが複雑にからみ合って起こると捉えられているが、相
談窓口や通告に関する普及啓発の効果もあり、当面、相
談対応件数の増加傾向が続くものと見込まれる。児童虐
待への対応については、一義的対応を行う区市町村への
期待が高まるものと考えられる。また、社会的関心を背
景に、関係機関との連携も一層推進されることが期待さ
れる。
　こどもの生活習慣の乱れ、身体機能の低下、心理不安
の増大、学習意欲の低下、学力の低下、いじめや不登
校、児童虐待の増加などの原因の一つとされる「地域・
家庭における教育力の低下」は今後も続き、仕事で忙し
く、子育てに時間を割けない家庭、孤立し多様な困難を
抱える家庭が増加する。親の抱える課題は深刻化し、家
庭・学校・地域の連携、社会全体による教育力の向上、
家庭教育支援の必要性が高まる。

　江東区における児童虐待相談対応件数は、平成19年度に
は358件であったが、平成23年度には405件となり、増加
傾向にある。緊急対応を要する身体的虐待もあるが、児童
虐待の多くは、施設保護に至らない要支援ケースであり、
重症化や再発の防止に向けて、地域において関係機関が連
携して支援していく必要がある。
　家庭教育学級事業への参加者は、平成19年度1,210人、
平成20年度1,745人、平成23年度2,413人と拡大している。
これは、幼稚園・小中学校に加え、保育園の保護者も対象
としたこと、学校段階別に学習機会を拡大していることに
よる。
　初婚年齢の高齢化、第１子出産年齢の高齢化、就業率の
向上などにより学習者の学習ニーズは多様化、個別具体化
している。

　こどもの心身の発達及び人格の形成に重大な影響を与
える児童虐待に対し、虐待の状況を適切に判断して速や
かに対応することが求められる。児童相談所等との連携
を強化するとともに、対応力の一層の強化充実が必要と
なる。また、こどもの養育が困難な家庭に対しては、養
育力の向上や生活環境の改善に向けた支援が求められ
る。
  各保育施設・教育機関は、こどもの日常の変化を身近
に感じられる重要な場所であり、安全を守るための場所
でもある。虐待を未然に防ぐためにも、区や関係機関と
の協力体制の確立が強く求められる。
　子をもつ親をとりまく情報環境は多様になっているが
インターネット情報には不確実なものも多い。こどもの
成長・発達に関する確かな理解や、スキル、基礎的生活
習慣が身につく学習機会が必要となっている。

地域ぐるみの子育て家庭への支
援

主管部長（課）　こども未来部長（子育て支援課）
関係部長（課）　福祉部長（障害者支援課）、こども未来部
                    長（保育課）、教育委員会事務局次長（庶
                    務課、学務課、放課後支援課）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）５年前から現在まで



３－３　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

２１年度 ２６年度 担当課

42 件 415
(20年度)

437 405 ー
子育て
支援課

43 ％ 38.9 43.8 47.2 70
子育て
支援課

44 人 1,745
(20年度)

2,063 2,413 12,215 庶務課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策における現状と課題

　(2)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

２５年度 ２６年度４　施策実現に関する指標

虐待に関する相談窓口を知っている区民の
割合

２３年度２２年度 ２４年度単位

人件費

　児童虐待や養育困難などの家族機能不全への迅速かつ適切な対応力を高めるため、要保護児童対策地域協議会を活
用したネットワークの強化を図っていく。具体的には、児童虐待ホットラインなどによる相談対応や、発見・通告に
関する普及啓発に取り組むほか、同協議会による関係者間の連携を強化し、虐待予防の取り組みを強化する。養育の
困難な家庭に対しては、相談や支援、こどもショートステイ事業などを有効に活用して、虐待の未然防止に取り組ん
でいく。
　また、児童虐待・養育困難への対応として、要支援家庭に対し、関係機関が連携して、適切なケア・支援を行い、
再発防止や家族関係の修復ための支援に努めるとともに、虐待を受けたこどもへの相談や支援に取り組んでいく。ケ
アマネジメント力の一層の向上を図るとともに、児童相談所をはじめとする関係機関との連携強化に努め、児童虐
待・養育困難への対応力の強化・充実を目指す。
　具体的な事業として、養育支援訪問事業では、こどもが不適切な養育状況にある家庭について、専門的相談や育
児・家事援助などの定期的な訪問支援を行うことで、家庭の養育力向上、生活環境の改善を図る。また、子育てス
タート支援事業では、若年妊婦、産後うつなど児童虐待などのリスクがあり、特に支援が必要な母子を対象に、虐待
の予防と地域支援を目的とした短期宿泊、通所による母体の回復と育児指導等の支援を行う。さらに、こども家庭支
援施士訪問事業では、児童福祉に理解と熱意のある方を、訪問型こども家庭支援士として養成し、定期的継続的な支
援士の訪問により、要保護家庭のこどもへの様々な生活支援を、こどもの暮らす家庭や地域で展開し、地域での子育
て、見守り機能の強化を図っていく。
　また、地域・家庭における教育力の向上を図るためには、地域の特性や親の就業状況に対応した学習機会を提供し
ていくことが重要である。区立幼稚園・小学校・中学校ＰＴＡを対象とした家庭教育学級に、私立幼稚園・公立保育
園父母の会を加える。家庭教育学級を、ＰＴＡ等地域教育力の主体となる団体と協働展開し、地域の子育て経験者な
ど、地域人材の積極的な活用を図っていく。また、教育関係機関と連携し、訪問型家庭教育支援事業を展開する。

　児童、家庭の問題が複雑多様化するなか、本区における児童虐待相談件数も増加傾向にあり、即時保護を要する
ケースが増加するなど、深刻な状況である。平成18年度より児童虐待への対応について子ども家庭支援センターと連
携した体制を整備するとともに、平成19年に虐待防止のための関係機関連携マニュアルを作成、更に平成21年には
区医師会の提案、協力により他自治体に先駆けて虐待防止のための医師、医療機関向けの連携マニュアルを作成し、
区医師会の協力体制づくりを行っている。また、平成21年度からこどもショートステイ事業を、平成22年度から養
育支援訪問事業を開始した。また、平成23年度からは子育てスタート支援事業及びこども家庭支援士訪問事業を開始
したところである。児童虐待への専門的な対応力を向上させるとともに、虐待の予防、早期発見、地域支援サービス
の充実、要支援家庭への適切な援助と見守りについても、地域ネットワークの強化を目指した取り組みが必要であ
る。
　都市化、核家族化等により地域や近親者からの支援が得にくくなっており、孤立しがちな家庭が増加している。ま
た、社会全体の教育力の低下も指摘されており、こどもの健やかな成長のためにも家庭教育の充実が求められる。

36,280千円 33,869千円 71,644千円

事業費

２４年度予算

106,359千円

34,715千円

トータルコスト

２３年度予算

69,097千円

26,956千円

２３年度決算（速報値）

60,825千円

32,817千円

２５年度予算

地域と連携した家庭教育講座の年間延べ参
加者数（累計）

児童虐待相談対応件数（年間）



施策 11

行政評価（二次評価）結果

【平成22年度】

【平成23年度】

行政評価（二次評価）結果への取り組み状況

・児童虐待への対応については、南砂子ども家庭支援センターと区役所との役割分担を明確化する
とともに、地域や関係機関との連携を強化し、迅速かつ適切な対応を取れる体制づくりに取り組む。
【こども未来部】
・地域・家庭における教育力の向上について、教育力とは何かについて明らかにするとともに、区に
よる取り組みが必要な対象者に向けた事業を効果的・効率的に実施する。【教育委員会事務局】

地域ぐるみの子育て家庭
への支援

主管部長（課）　こども未来部長（子育て支援課）
関係部長（課）　福祉部長（障害者支援課）、こども未
　　　　　　　　　　来部長（保育課）、教育委員会事務局
　　　　　　　　　　次長 （庶務課、学務課、放課後支援
　　　　　　　　　　課）

・児童虐待防止対策について、地域や関係機関との連携を強化し、迅速かつ適切な対応を取れる
体制づくりに取り組む。【こども未来部】
・地域・家庭における教育力の向上について、対象者と目指す効果が不明確である。教育力とは何
かについて明らかにするとともに、区による取り組みが必要と考えられる対象者と事業内容の妥当
性について再検討する。【教育委員会事務局】
・地域・家庭教育に関する取り組みについては、目的・効果を精査し、他事業との重複についても考
慮した上で既存事業の整理・見直しを検討する。【教育委員会事務局】



これまでの取り組み状況

①

②

③

④

地域・家庭教育に関する既存事業の整理・見直しについて

　南砂子ども家庭支援センターが子育て支援サービスの調整と虐待ホットラインによる虐待
通告の一次的窓口及びケースワークを担い、区の要保護支援担当が要保護支援対策協議
会の調整機関としての役割を担いつつ個々の相談への対応とケースワークを行うとともに
支援センターにおけるケースワークを総括している。また、平成24年度より双方を専用のオ
ンラインネットワークで結び、双方のケースを一元管理することで、迅速かつ組織的で高い
セキュリティ下での対応力向上を図っている。

【見直した事業】【新たな取り組みを行った事業】

　児童虐待発生の背景には家庭や親、地域の教育・養育機能不全がある。こどもを愛情を
持って見守り、食べさせ、安全で心安らぐ環境の中で、育てる力が親の教育力の基本であ
る。しかし、こどもを持つまで、多くの親たちは親の役割やこどもの成長・発達について正し
い認識、情報を得、親としてしなければならないこと、してはいけないことを学ぶ機会を持た
ない。これを学ぶことが家庭教育学級事業の目的である。
　区では、こどもの発達段階別、学校段階別の親を対象に、こどもの成長についての正しい
認識の獲得、虐待の防止、親の役割の確認、公的な制度・機関への理解浸透、仲間・相談
者の獲得、自主グループのたちあげの支援を実施している。
　こうした取り組みの効果として、教育や保育の専門家からのみではなく、同じように子育て
をしている仲間との関係のなかから自身の子育てを客観的に振り返ることができ、自らの教
育力の不足を補う姿が見られるようになっている。

児童虐待防止の推進について

【見直した事業】

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

家庭教育学級事業

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】

家庭教育学級事業

家庭教育学級事業

取
り
組
み

　事業の見直しとして、平成22年度に幼児をもつ親の自主グループ交流会を廃止、平成23
年度に社会教育指導員の雇用を見送り、一時保育の委託を行った。
　一方、新たな取り組みとして、小・中学生の親の家庭教育学級の開設、保護者の自主企
画による地区家庭教育学級開設対象枠の拡大（区立幼稚園・小中学校ＰＴＡに区立保育園
と私立幼稚園父母の会を加えた）、地区家庭教育学級の一時保育の拡大（保育事業者に委
託実施）を行った。さらに区内NPO、子育て支援団体、民生委員との協働、児童館、男女共
同参画推進センター、みずべとの連携を進めている。

【見直した事業】

取
り
組
み

地域・家庭における教育力の向上に向けた区の取り組みについて

家庭教育学級事業

児童虐待対応事業

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】



施策 24 保健・医療施策の充実

１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）

３－２　施策に関する区民要望・ニーズの変化

３－３　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

①保健・医療施設の整備・充実と
連携の促進

保健・医療施設の不足及び地域的偏在などを是正するため、人口の増加に伴う
医療需要の増大が著しい南部地域において総合病院の整備に取り組むととも
に、保健相談所の拡充を図ります。また、診療所等に対する医療安全情報の提
供や監視指導を推進するとともに、医師会や医療機関との連携を促進し、地域
における保健・医療システムの整備に努めます。併せて、救急医療、産科・小
児科医療及び休日・夜間診療などの充実に取り組みます。

②母子保健の充実

保健サービスの周知、個別支援、虐待予防、包括的なデータ管理、関係機関の
連携強化等により、妊娠・出産・育児のリスクを減らし、疾病や障害を予防す
るシステムを構築します。また、新生児訪問を確実に実施するほか、乳幼児健
診や発達に関する専門相談、母子の孤立防止へ向けた相談体制などの充実を図
り、妊娠からの一貫した母子保健施策を推進します。

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

今後５年間の予測（このままだとどうなるか）５年前から現在まで

・南部地域の急速な開発に伴い人口が急増している。
・全国的な傾向として、産科医、小児科医が不足してい
る。
・区内における分娩可能な有床診療所は4箇所しかなく、ま
た、ハイリスク出産等に対応できる病院は存しない。
・区部７つの二次医療圏のうち、10万人当たりの病床数は
区東部が最下位である。
・歯科保健推進事業の一環として、平成21年度より8020達
成者表彰を開始した。
・平成21年度からBCGを個別接種に変更したことにより、
4ヶ月健診を2日制から1日制に変更し、健診回数の増を図
り、受診しやすい体制にした。
・平成23年度から、妊婦健診におけるヒトT細胞白血病ウイ
ルス(HTLV-1)抗体検査費の助成を開始した。

・人口急増に比して不足する医療資源は、「女性とこど
もにやさしい」総合病院の新規開設及び一次医療機関と
の地域医療連携により安定したものとなる。
・乳幼児数は特に人口増の続く南部地域において増加傾
向のまま推移する。孤立し子育てをしている若年世帯に
対し個々の状況に応じた支援が必要とされ、効率的な保
健医療施策が望まれる。

・南部地域の人口の急増に見合った医療提供施設(病院等)の
整備が求められている。特に若年世帯の流入により、周産
期医療や小児医療への対応が求められている。
・区民は受けた医療や治療の内容について、相談できる窓
口を求めている。

・地域医療連携の拠点病院である総合病院の新規開設
は、区民の安心感を向上させ定住志向を高めるととも
に、医療ニーズの量から質への転換を促している。
・今後とも医療相談窓口に寄せられる相談内容の多様化
が予想される。

主管部長（課）　健康部長（健康推進課）
関係部長（課）　健康部長（保健予防課、生活衛生
　　　　　　　　　　課、城東保健相談所、深川保健相
　　　　　　　　　　談所、深川南部保健相談所、城東
　　　　　　　　　　南部保健相談所）

安全で安心かつ質の高い医療体制を確保するとともに、区民がライフステージやライフサイクルに
応じた保健・医療サービスを受けられる環境が整備されています。

５年前から現在まで



現状値 目標値 指標
２１年度 ２６年度 担当課

87 ％ 63.2 68.1 67.7 70
健康
推進課

88 ％ 96.7
(20年度)

92.9 92.6 98
保健
予防課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策における現状と課題

　(2)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

乳児（４か月児）健診受診率

安心して受診できる医療機関が身近に
あると思う区民の割合

２３年度 ２４年度単位 ２５年度 ２６年度４　施策実現に関する指標 ２２年度

トータルコスト

２３年度予算
3,850,694千円

２３年度決算(速報値)

3,742,629千円

人件費

◆総合病院の整備（南部地域総合病院整備事業）
・周産期医療及び小児医療をはじめ、二次救急医療の提供や災害拠点病院として、平成26年3月の開院を目指す。
・地域医療連携の構築に向け、周産期・小児医療に係る妊娠・出産育児・子育て分野での庁内「医療・保健・福祉」
部門との連携を前提に、東京都の関係部署や医師会等関係機関との連絡・調整・協議を進めていく。
◆南部地域の人口増加に対応して、深川南部保健相談所の効率的な事業運営を図る。
◆医療相談窓口の人材確保と職員の資質向上により、区民の要望に適切に対応していく。
◆妊娠から出産、育児と一貫した母子保健施策を推進していくため、妊婦、新生児、乳児健診等の健診結果の効率的
な活用により、疾病の早期発見のみではなく子育て支援や産後うつ対策、児童虐待予防等に取り組んでいく。

◆総合病院の整備（南部地域総合病院整備事業）
・学校法人昭和大学と事業協定を締結。22年12月に実施設計が終了し、23年6月に工事着工。
・病院建築設計の内容等について、22年度に第三者評価を実施し、全体として合理的な計画との評価を得た。
・豊洲5丁目地区で予定される他の工事との調整が必要（地元住民、東京都港湾局、区土木部、教育委員会他)。
・22年6月に(仮称)昭和大学新豊洲病院整備運営協議会を設置。地域医療連携等を含め、引き続き、医師会等との協議
や報告を行なっていく。
・財政支援として、建設費の1/2について、23年度からの3ヵ年で補助金支出を予定（最大75億円）。23年度は25億
円を支出。
◆乳児健診は疾病や異常の早期発見のみならず、育児支援や児童虐待の早期発見の場としても機能しており、核家族
社会で果たす役割は大きい。
◆新生児・産婦訪問指導事業については、エジンバラ産後うつ病質問票の評価による産後うつの早期発見や、児童虐
待の早期発見に果たす意義は大きい。

569,581千円 531,989千円528,858千円

事業費 3,234,349千円3,281,113千円 3,213,771千円

0千円

２４年度予算
3,766,338千円

２５年度予算



施策 24 保健・医療施策の充実

行政評価（二次評価）結果

【平成22年度】

【平成23年度】

行政評価（二次評価）結果への取り組み状況

主管部長（課）　健康部長（健康推進課）
関係部長（課）　健康部長（保健予防課、生活衛
　　　　　　　　　　生課、城東保健相談所、深川
　　　　　　　　　　保健相談所、深川南部保健相
　　　　　　　　　　談所、城東南部保健相談所）

・南部地域における総合病院の整備については、平成25年度中の開院に向け、引き続き関係機関
と緊密に連携しながら事業を進める。【健康部】
・総合病院と地域の医療機関との連携に関する体制づくりについて検討する。【健康部】
・母子保健施策については、関係機関との連携を緊密にし、疾病の早期発見や児童虐待予防等に
取り組む。【健康部】

・南部地域における総合病院の整備については、平成25年度中の開院に向け、引き続き関係機関
と緊密に連携しながら事業を進める。【健康部】
・総合病院と地域の医療機関との連携に関する体制づくりについて、具体的な検討を進める。【健康
部】
・母子保健施策については、関係機関との連携を緊密にし、疾病の早期発見や児童虐待予防等に
取り組む。【健康部】



これまでの取り組み状況

①

②

③

④

⑤

⑥

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

取
り
組
み

取
り
組
み

【見直した事業】【新たな取り組みを行った事業】

育児不安の軽減、児童虐待予防の観点から、新生児・産婦訪問指導員との定期的な合同
研究会や子育て支援課との実務者会議を実施している。
また、各保健相談所で専門家を交えた、地区母子連絡会を実施している。

南部地域における総合病院の整備

【新たな取り組みを行った事業】

平成23年6月以降、本格工事に着工し、平成26年３月開院に向け順調に進捗している。
(仮称)昭和大学新豊洲病院整備運営協議会については、22年８月の第1回以降、これまで５
度開催し、病院運営や地域医療連携などを含め、よりよい新病院とするため、引き続き協議
を続けていく。

【見直した事業】

【新たな取り組みを行った事業】

取
り
組
み

母子保健施策について

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】

【見直した事業】

【見直した事業】

取
り
組
み

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】


